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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第130期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第131期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第130期

会計期間
自平成20年４月１日
至平成20年６月30日

自平成21年４月１日
至平成21年６月30日

自平成20年４月１日
至平成21年３月31日

営業収益（千円） 5,627,771 4,537,519 21,211,790

経常利益（千円） 250,520 68,662 431,399

四半期（当期）純利益（千円） 163,026 54,122 269,909

純資産額（千円） 15,550,082 15,001,555 14,979,825

総資産額（千円） 33,197,157 32,326,926 32,459,192

１株当たり純資産額（円） 407.98 393.62 393.04

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
4.28 1.42 7.08

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
4.19 － －

自己資本比率（％） 46.8 46.4 46.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
129,695 142,575 1,685,926

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,029,137 △210,950 △2,652,122

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
442,566 △270,265 1,095,044

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
1,502,865 1,749,518 2,088,401

従業員数（人） 661 638 638

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収益には、消費税等は含んでおりません。

３．第130期連結会計年度及び第131期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありませんが、関係会社の異動があったため、当社グループは、当社（東陽倉庫株式会社）、子会社３社及び関連

会社３社となりました。

当第１四半期連結会計期間における主要な関係会社の異動は、概ね次のとおりであります。　

＜物流事業及び不動産事業＞

当社は、㈱中部流通センター（関連会社）の株式を平成21年５月20日付で他へ譲渡いたしました。

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、関連会社であった㈱中部流通センターは、当社が所有する株式をすべて他へ譲

渡したため、関連会社ではなくなりました。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 638 (331)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

(2）提出会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 238 (17)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社及び連結子会社の当第１四半期連結会計期間における事業の種類別セグメント毎の営業収益内訳及び主要業務

の取扱高等を示すと、次のとおりであります。

(1) 事業の種類別セグメント毎の営業収益内訳

内訳
当第１四半期連結会計期間

（平成21年４月～平成21年６月）
前年同四半期比（％）

物流事業 4,175,647千円 79.5

（倉庫業収益） (1,017,253) (89.0)

（港湾運送業収益） (607,806) (62.0)

（陸上運送業収益） (1,906,076) (81.6)

（その他の収益） (644,509) (81.1)

不動産事業 361,872 96.8

（不動産賃貸業収益） (361,872) (96.8)

計 4,537,519 80.6

(2) 事業の種類別セグメント毎の主要業務の取扱高等

物流業

(ア) 倉庫業

１) 入出庫高

区分
当第１四半期連結会計期間

（平成21年４月～平成21年６月）
前第１四半期連結会計期間

（平成20年４月～平成20年６月）

入庫高 　233千トン 　301千トン

出庫高 258 296

保管残高 期中平均 138 145

２) 貨物回転率（月平均）

区分
当第１四半期連結会計期間

（平成21年４月～平成21年６月）
前第１四半期連結会計期間

（平成20年４月～平成20年６月）

数量ベース 　59.1％ 　68.3％

回転率＝
(入庫数量＋出庫数量）/2/3

平均残高

(イ) 港湾運送業

区分
当第１四半期連結会計期間

（平成21年４月～平成21年６月）
前第１四半期連結会計期間

（平成20年４月～平成20年６月）

取扱高 　418千トン 　709千トン

(ウ) 陸上運送業

区分
当第１四半期連結会計期間

（平成21年４月～平成21年６月）
前第１四半期連結会計期間

（平成20年４月～平成20年６月）

取扱高 　449千トン 　564千トン
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２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、前事

業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析

　当第１四半期連結会計期間における日本経済は、前期に発生した世界的な金融市場の混乱を受け、企業収益の

悪化や、雇用不安による消費の落ち込みなど、後退局面の中で推移しました。

　このような事業環境の下、当社グループは、引き続き「選択と集中」を推進し、営業力の強化を図りながら、業

務品質・経営効率の向上に努めてまいりました。

　事業のセグメント別及び連結の業績は次のとおりであります。

＜物流事業＞

　当第１四半期連結会計期間の営業収益につきましては、倉庫業務が、荷主企業の生産調整等により前年同四半

期より125百万円（11.0％）減少し1,017百万円、港湾運送業務は、輸出入貨物の取扱いが減少したことにより

前年同四半期より373百万円（38.0％）減少し607百万円、陸上運送業務は国内消費低迷による取扱いの減少に

より前年同四半期より429百万円（18.4％）減少し1,906百万円、その他の物流業務は航空貨物取扱手数料等の

減少もあり前年同四半期より150百万円（18.9％）減少し644百万円となり、当事業における営業収益は前年同

四半期より1,078百万円（20.5％）減少し4,175百万円、営業利益は前年同四半期より193百万円（83.2％）減

少し39百万円となりました。

＜不動産事業＞

　主に時間貸駐車場等の売上減少により、当第１四半期連結会計期間の当事業における営業収益は前年同四半

期より12百万円（3.2％）減少し361百万円となりましたが、施設の減価償却費が減少したこと等により、営業

利益は前年同四半期より21百万円（13.6％）増加し178百万円となりました。

＜連結＞

　主に景気低迷を背景とする物流事業の取扱い減により、営業収益は前年同四半期より1,090百万円(19.4％)減

少し4,537百万円、営業利益は前年同四半期より165百万円（76.1％）減少し51百万円、経常利益は前年同四半

期より181百万円（72.6％）減少し、68百万円となり、四半期純利益は、法人税等合計が前年同期と比べ減少し

たこと等により前年同四半期より108百万円（66.8％）減少し、54百万円となりました。

 

(2）財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末の資産につきましては、前連結会計年度末より132百万円減少し、32,326百万円

となりました。主なプラス要因は、その他有価証券評価差額金の増加等に伴う投資有価証券の増加であり、主な

マイナス要因は、借入金の返済に伴う預金の減少であります。

　負債につきましては、前連結会計年度末より153百万円減少し、17,325百万円となりました。主なマイナス要因

は、借入金の返済による減少であります。

　純資産につきましては、前連結会計年度末より21百万円増加し、15,001百万円となりました。主なプラス要因

は、投資有価証券の時価の上昇に伴う、その他有価証券評価差額金の増加であり、主なマイナス要因は、利益剰

余金の減少であります。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物の残高は1,749百万円となり、前年同四半期より246

百万円の増加となりました。

　「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、142百万円の収入となり、前年同四半期と比べ12百万円の収入増

加となりました。主な要因は、税金等調整前四半期純利益が152百万円減少したものの、法人税等の支払額が154

百万円減少したこと、及び、売上債権の増減額が136百万円減少したことによるものであります。

　「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、210百万円の支出となり、前年同四半期と比べ818百万円の支出減

少となりました。主な要因は、有形固定資産の取得による支出が506百万円、投資有価証券の取得による支出が

201百万円、それぞれ減少したことによるものであります。

　「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、270百万円の支出となり、前年同四半期と比べ712百万円の支出増

加となりました。主な要因は、短期借入による収入が300百万円、長期借入による収入が300百万円、それぞれ減

少した他、長期借入の返済による支出が142百万円増加したことによるものであります。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題
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　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、連結子会社である東陽物流㈱が新農産センターを開設したことにより、同営業

所が新たに当社グループの主要な設備となりました。その設備の状況は、次のとおりであります。

国内子会社

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)

建物及
び構築
物

機械装
置及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

リース
資産

その他 合計

新農産センター

（愛知県東海市加

木屋町）

物流
物流施

設
629 100

－

（4.7）
－ 1 730 5

(2）設備の新設、除却等の計画

①当第１四半期連結会計期間において、連結子会社である東陽物流㈱が、前々四半期連結会計期間末に計画してお

りました新農産センターの新設については平成21年４月から営業を開始しております。

②当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年８月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 39,324,953 39,324,953

東京証券取引所

名古屋証券取引所

（各市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 39,324,953 39,324,953 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減
額（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年４月１日～

平成21年６月30日
－ 39,324 － 3,412,524 － 2,134,557

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,211,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 37,773,000 37,773 －

単元未満株式 普通株式 340,953 － －

発行済株式総数 39,324,953 － －

総株主の議決権 － 37,773 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2千株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数2個が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成21年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

東陽倉庫株式会社
名古屋市中村区名駅

南二丁目６番17号
1,211,000 － 1,211,000 3.08

計 － 1,211,000 － 1,211,000 3.08

（注）　当第１四半期会計期間末現在の自己名義所有株式数は、1,213,000株となっております。

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月

最高（円） 184 186 208

最低（円） 173 175 183

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

EDINET提出書類

東陽倉庫株式会社(E04287)

四半期報告書

10/22



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,749,518 2,088,401

受取手形及び営業未収金 2,490,930 2,577,573

仕掛品 － 204

原材料及び貯蔵品 7,918 9,347

その他 860,326 769,210

貸倒引当金 △1,822 △3,314

流動資産合計 5,106,871 5,441,423

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 12,479,575 11,989,892

土地 7,110,885 7,093,385

その他（純額） 1,851,098 2,262,596

有形固定資産合計 ※1
 21,441,559

※1
 21,345,874

無形固定資産

無形固定資産合計 261,080 280,828

投資その他の資産

投資有価証券 3,680,189 3,563,576

その他 2,078,970 2,069,898

貸倒引当金 △241,746 △242,409

投資その他の資産合計 5,517,414 5,391,066

固定資産合計 27,220,054 27,017,768

資産合計 32,326,926 32,459,192

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 991,934 1,109,317

短期借入金 3,289,690 3,273,288

未払法人税等 13,052 36,109

引当金 56,146 221,384

その他 785,044 479,709

流動負債合計 5,135,867 5,119,807

固定負債

長期借入金 8,675,532 8,871,506

引当金

退職給付引当金 2,398,659 2,391,177

その他の引当金 123,380 133,380

引当金計 2,522,039 2,524,557

その他 991,930 963,495

固定負債合計 12,189,502 12,359,559

負債合計 17,325,370 17,479,367
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,412,524 3,412,524

資本剰余金 2,179,025 2,179,051

利益剰余金 9,379,205 9,439,422

自己株式 △284,951 △284,754

株主資本合計 14,685,804 14,746,244

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 315,751 233,580

評価・換算差額等合計 315,751 233,580

純資産合計 15,001,555 14,979,825

負債純資産合計 32,326,926 32,459,192
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業収益 5,627,771 4,537,519

営業原価 5,188,971 4,273,103

営業総利益 438,800 264,416

販売費及び一般管理費 ※
 221,767

※
 212,472

営業利益 217,032 51,944

営業外収益

受取利息 3,654 3,283

受取配当金 48,103 39,856

持分法による投資利益 22,317 26,514

その他 5,600 4,664

営業外収益合計 79,676 74,318

営業外費用

支払利息 44,174 56,240

その他 2,014 1,360

営業外費用合計 46,189 57,600

経常利益 250,520 68,662

特別利益

投資有価証券売却益 － 71,979

固定資産売却益 672 1,178

貸倒引当金戻入額 834 －

補助金収入 523 －

その他 － 1,788

特別利益合計 2,031 74,945

特別損失

固定資産除売却損 1,677 58,749

投資損失引当金繰入額 12,417 －

葬儀費用 8,053 －

その他 － 7,055

特別損失合計 22,148 65,804

税金等調整前四半期純利益 230,403 77,802

法人税、住民税及び事業税 5,063 4,644

過年度法人税等戻入額 △4,278 －

法人税等調整額 66,592 19,035

法人税等合計 67,376 23,680

四半期純利益 163,026 54,122
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 230,403 77,802

減価償却費 364,323 344,545

貸倒引当金の増減額（△は減少） △780 △2,155

投資損失引当金の増減額（△は減少） 12,417 －

退職給付・執行役員退職慰労・役員退職慰労引
当金の増減額（△は減少）

△5,313 △2,517

受取利息及び受取配当金 △51,758 △43,139

支払利息 44,174 56,240

持分法による投資損益（△は益） △22,317 △26,514

有形固定資産売却損益（△は益） △662 △1,129

有形固定資産除却損 1,508 57,762

投資有価証券売却損益（△は益） － △71,979

売上債権の増減額（△は増加） △50,152 86,642

仕入債務の増減額（△は減少） △72,891 △117,382

その他 △129,245 △167,810

小計 319,706 190,364

利息及び配当金の受取額 48,230 40,557

利息の支払額 △50,521 △55,237

法人税等の支払額 △187,719 △33,108

営業活動によるキャッシュ・フロー 129,695 142,575

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △810,799 △304,643

有形固定資産の売却による収入 1,405 2,620

無形固定資産の取得による支出 △14,469 △3,631

投資有価証券の取得による支出 △202,276 △1,223

投資有価証券の売却による収入 － 107,859

貸付けによる支出 △6,531 －

貸付金の回収による収入 3,533 3,533

その他 － △15,465

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,029,137 △210,950

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 300,000 －

長期借入れによる収入 600,000 300,000

長期借入金の返済による支出 △337,292 △479,572

新株予約権の取得による支出 △6,390 －

自己株式の売却による収入 478 91

自己株式の取得による支出 △640 △314

ファイナンス・リース債務の返済による支出 － △1,959

配当金の支払額 △113,589 △88,510

財務活動によるキャッシュ・フロー 442,566 △270,265

現金及び現金同等物に係る換算差額 158 △242

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △456,717 △338,882

現金及び現金同等物の期首残高 1,959,582 2,088,401

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,502,865

※
 1,749,518
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

該当事項はありません。 

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

（四半期連結損益計算書関係）　

　前第１四半期連結累計期間において、特別利益に表示しておりました「貸倒引当金戻入額」は、当第１四半期連結累

計期間においては、特別利益総額の100分の20未満であるため、「その他」に含めて表示いたしました。なお、当第１四

半期連結累計期間の特別利益の「その他」に含まれる「貸倒引当金戻入額」は1,788千円であります。

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

固定資産の減価償却費の算定方法 　減価償却費の方法として定率法を採用している固定資産については、連結会

計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっておりま

す。

繰延税金資産の算定方法 　繰延税金資産の回収可能性の判断については、前事業年度末以降、経営環境

等及び一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合は、前年

度決算において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用す

る方法によっております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

【追加情報】

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、16,382,348千円で

あります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、16,204,882千円で

あります。

　２　受取手形の裏書譲渡高は27,808千円であります。 　２　受取手形の裏書譲渡高は31,372千円であります。

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当 95,809千円

役員賞与引当金繰入 5,600 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当 90,074千円

役員賞与引当金繰入 4,682 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在） （平成21年６月30日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 1,502,865

現金及び現金同等物 1,502,865

 

 （千円）

現金及び預金勘定 1,749,518

現金及び現金同等物 1,749,518

 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 39,324 千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 1,213 千株

３．配当に関する事項

 （1）配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 114,338 3.0 平成21年３月31日 平成21年６月29日利益剰余金

 （2）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間末後となるもの

 

該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

 
物流事業
（千円）

不動産事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

営業収益      

(1)外部顧客に対する営業収益 5,253,776373,9955,627,771 － 5,627,771

(2)セグメント間の内部営業収益又

は振替高
－ 20,514 20,514 (20,514) －

計 5,253,776394,5105,648,286(20,514)5,627,771

営業利益 232,940 157,427 390,367(173,335)217,032

当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

 
物流事業
（千円）

不動産事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

営業収益      

(1)外部顧客に対する営業収益 4,175,647361,8724,537,519 － 4,537,519

(2)セグメント間の内部営業収益又

は振替高
－ 21,896 21,896 (21,896) －

計 4,175,647383,7694,559,416(21,896)4,537,519

営業利益 39,186 178,762 217,949(166,005)51,944

　（注）１．各事業区分は営業収益集計区分によっております。

２．各事業に属する役務の名称

事業区分 主要な役務の内容

物流事業
倉庫業、港湾運送事業、貨物自動車運送事業、貨物運送取扱事業、物流業務管理

業、通関業、航空貨物運送代理店業、海運代理店業、流通加工等

不動産事業 土地・建物の賃貸及び仲介、建設工事の請負・設計並びに監理等

 

【所在地別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため、所在地別セグメント情報の記載を省略しておりま

す。

 

　当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため、所在地別セグメント情報の記載を省略しておりま

す。

 

【海外営業収益】

　前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　海外営業収益が、連結営業収益の10％未満のため、海外営業収益の記載は省略しております。

 

　当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　海外営業収益が、連結営業収益の10％未満のため、海外営業収益の記載は省略しております。
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（有価証券関係）

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 393.62円 １株当たり純資産額 393.04円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 4.28円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
4.19円

１株当たり四半期純利益金額 1.42円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 163,026 54,122

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 163,026 54,122

期中平均株式数（千株） 38,115 38,112

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 786 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月12日

東陽倉庫株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 井上　嗣平　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 佐久間　清光　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　智司　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東陽倉庫株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年

６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東陽倉庫株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月12日

東陽倉庫株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 井上　嗣平　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　智司　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東陽倉庫株式会社の

平成21年4月1日から平成22年3月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（平成21年4月1日から平成21年6月30

日まで）及び第1四半期連結累計期間（平成21年4月1日から平成21年6月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、

四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東陽倉庫株式会社及び連結子会社の平成21年6月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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